高等学校設置条例の改正問題に関する声明

２００６年６月２０日

長野県高等学校教職員組合

　６月県会に高等学校設置条例の改正案を提出する方向で、県議会内部で検討がすすめられていることを新聞報道等で知りました。私たちは、今後の高校改革プランのあるべきすすめ方を踏まえ、この条例改正についてここに声明を発表します。

　高校改革プランの「実施計画」は、一部の多部制・単位制高校を除き来年の４月から一斉に統廃合を始めるという無謀極まりないものであり、決して容認することはできないことを、私たちは何回も主張してきました。６月13日の第844回定例県教育委員会で、該当校では順調に検討がすすんでいるかのような報告がなされましたが、これは学校現場の実態とかけ離れたものです。どこまで具体化できるのか不安を抱え暗中模索の状態で、該当校の教職員同士が、新しい学校の教育内容等をすりあわせながら議論を積み重ねています。

　しかしながら、１学期を目途に新しい学校の姿を明らかにすることは学校現場にかなりの無理と負担を押しつけており、この日程では中学３年生や地域の皆さんに責任ある対応ができないという悲鳴や訴えが学校現場から寄せられています。私たちは、「魅力ある高校」を創造したいと考えています。そのためには、来年４月実施というスケジュールはあまりにも無謀です。

　今回県会の内部で、高等学校設置条例を改正する検討が始まりましたが、私たちは基本的に条例改正を支持します。県教育委員会が学校現場や地元の声に耳を傾け、「実施計画」のスケジュール等を変更しない限り、県教育委員会の強引なすすめ方を覆す方法は他に考えられないからです。

　

全国的にもまれな設置条例の改定という動きをつくったのは、県民の要望を無視し、強引かつ一方的に統廃合をすすめようとしている県教育委員会の責任です。最良の解決方法は、県教育委員会が今こそ英断を持って高校統廃合の一斉実施を行わないことを明言することです。

　

条例が改正されても、県教育委員会が学校現場に統廃合の準備を押しつけ、既成事実をつくってから募集停止案を県会に提案しても意味がありません。

私たちは、地域や学校関係者での合意のない「実施計画」を再検討すること、そして来年４月一斉実施というスケジュールを撤回するとともに、高校現場の要望や検討状況を最大限勘案し、中学生への影響を十分配慮して順次かつ柔軟に具体化していくことを求め、今後とも運動をすすめていきます。






